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第1章 情報化推進計画の趣旨 

1 情報化推進計画策定の経緯 

 

 本市では、情報化を推進するため、平成 14 年に「瑞浪市情報化推進計画」、平

成 20 年に「第 2 次瑞浪市情報化推進計画」を策定し、情報通信技術（以下、「ICT」

という。）※の活用により、市民サービスの向上や効率的な行政事務を推進してき

ました。  

 近年は、民間企業による高速なワイヤレスブロードバンド（無線通信サービス）

の整備が進むと共に、パソコンや携帯電話が普及し、情報通信環境の整備が飛躍

的に進んでいます。また、スマートフォン※やタブレット端末※といった高機能携

帯情報端末の普及により、時間や場所にとらわれず、必要な時に必要な情報を取

れるようになり、情報収集の手段が多様化しています。このような ICT の急速な

発展により、求められる市民サービスも変化しています。 

その一方、ICT の急速な発展に伴い、情報活用力の格差や個人情報の保護に不

安を感じている市民も多くいます。 

こうした背景や、本市を取り巻く情報通信などの調査を基に、国が進める様々

な情報化施策などを踏まえ、市民の意見を反映した本市の情報化の方向性を定め

る「第 3 次瑞浪市情報化推進計画」を策定しました。 

 

 

図表 1-1-1.  本計画の経緯 

 

  

瑞浪市情報化推進計画
（平成14年～平成19年)

第２次瑞浪市情報化推進計画
（平成20年～平成25年)

【主な成果】
①ＣＡＴＶ（インターネット）開設

②公共施設間ネットワークを高速化
③防犯・防災・緊急時の支援（河川カメラの設置等） など

【主な成果】
①ホームページリニューアル（図書予約）

②防犯・防災・緊急時の支援（絆メール）
③コンビニ収納の開始 など

第３次瑞浪市情報化推進計画
（平成26年～平成30年)

近年のＩＣＴに対応した住民
サービスが求められている。
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2 本計画策定の目的 

 

本計画は、本市における情報化推進の方向性を定めるものです。本市を取り巻

くさまざまな環境の変化、情報通信技術の進展、国や岐阜県の最新動向を取り入

れ、本市に適した ICTを活用し、地域社会や庁内業務の課題解決を目的とします。 

本計画は、「第 6 次瑞浪市総合計画」（平成 26 年度～）および、「第 4 次瑞浪

市行政改革大綱」に対する個別計画として、これらの方針に基づき、本市を取り

巻く情報化の動向や、情報化の現状を反映して策定します。 

また、前回の「第 2 次瑞浪市情報化推進計画」の振り返りを行い、今後継続す

べきと判断した施策については本計画へ組み込みます。 

 

 

図表 1-2-1.  本計画の位置づけ 

3 計画の期間 

 

本計画の期間は平成 26 年度から平成 30 年度までの 5 年間とします。なお、

本計画の期間内にも ICT の進展が急速に進むことが予想されます。本計画期間中

においても、今後のさらなる ICT の発展や国の動向、岐阜県の動向をはじめ、本

市を取り巻くさまざまな外部環境の変化に対応するため、必要に応じて適宜柔軟

な見直しを図ることとします。 

 

図表 1-3-1.  上位計画および本計画のスケジュール 

第６次瑞浪市総合計画

第４次瑞浪市行政改革大綱

第３次瑞浪市情報化推進計画
【情報化の現状】
・情報インフラ調査
・市民アンケート
・本市の情報化の現状

【情報化の動向】
・国の動向
・岐阜県の動向
・情報通信技術の動向

第２次瑞浪市
情報化推進計画

振り返り

反映

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

上位計画

本計画 第３次 情報化推進計画 （５年間）

第５次 総合計画

第２次 情報化推進計画

第４次 行政改革大綱

第６次 総合計画
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第2章 情報化を取り巻く動向 

1 国の動向 

国では、平成 13 年に策定された e-Japan 戦略のもと、情報通信インフラ設

備が進められ、今では情報インフラ整備において世界最高水準となっています。 

しかし、早い段階から世界トップレベルになったにもかかわらず、ICT 利活用

についてはまだ相当に遅れています。それを受けて「世界最高水準の IT※社会を

IT 利活用も含めて実現」することをテーマとして、平成 25 年 6 月に IT 新戦略

「世界最先端 IT 国家創造宣言」が閣議決定されました。 

創造宣言では、今後、5 年程度の期間に世界最高水準の IT 利活用社会を実現す

ることを目標とした取組みが取りまとめられています。特に、「公共サービスがワ

ンストップで誰でもどこでもいつでも受けられることができる社会の実現」への

取組みとして、平成 29 年に「マイポータル（情報提供等記録開示システム）」の

運用を目指しています。マイポータルとは、国民一人ひとりに提供される専用の

ポータルサイトであり、社会保障や税の分野での情報活用が検討されています。 

市町村では、マイポータルを利用するために必要となる国民 ID について、個人

番号の指定や通知カードの交付、国の機関である地方公共情報システム機構との

連携といった整備が予定されています。本市でも国から示される方針や、ガイド

ラインに基づき遅滞なく対応することとします。 

 

2 岐阜県の動向 

岐阜県では、平成 19 年 3 月に「ぎふ IT 活用プラン」が策定されています。「ぎ

ふ IT 活用プラン」では、これまで整備してきた IT インフラを有効活用し、県民

が情報化社会をより豊かに生活できるための支援策を、「豊かな県民生活の実現」、

「産業の振興」、「行政の効率化」、「情報セキュリティ対策の推進」の 4 つの柱立

てで展開してきました。 

計画の推進にあたっては、岐阜県および市町村で構成される「岐阜県電子自治

体推進市町村・県連絡協議会」において、電子自治体の経済的かつ効果的な構築

に向けた共同調査研究の取組みが継続して進められています。 

その結果、以下のような成果が挙げられています。 

・岐阜情報スーパーハイウェイの市町村ネットワークへの活用 

（ブロードバンドゼロ市町村の解消） 

・市町村共同利用型電子入札システムの普及拡大 

（平成 19 年：27 市町 → 平成 22 年：30 市町） 

・県域統合型地理情報システム※の市町村連携の強化 

（自治体共有マップ 平成19年：306マップ → 平成22年：552マップ）  
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3 情報通信技術の動向 

3.1 インターネット利用端末の変化 

インターネット利用端末としてスマートフォンがここ数年の間で急速に普及

しています。 

 

 
図表 2-3-1. パソコンとスマートフォンの普及率 

（総務省「平成 24 年通信利用動向調査」より） 

 

スマートフォンとは、従来の携帯電話に比べてパソコンに近い性質を持った

高機能携帯情報端末です。スマートフォンの基本機能は携帯電話と同じ電話機

能ですが、インターネットの機能を持ち、動画再生やゲームができます。また、

タッチパネルを使い、画面の拡大やスクロールなど直感的な操作が可能です。 

更に、電話機能が無く、スマートフォンよりも大画面でタッチパネル操作が

できるタブレット端末も普及が拡大しています。 

スマートフォン、タブレット端末は携帯電話と同じように外出時でも使用で

きるため、いつでもどこでも、インターネットを通じて情報を入手し、サービ

スを受ける人々が増えてきました。 
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3.2 ソーシャル・ネットワーキング・サービス※について 

ソーシャル・ネットワーキング・サービス（以下、「SNS」という）は、イン

ターネット上で会員として登録された利用者が、趣味などの情報を発信し合い、

情報交換や情報共有ができる会員制のサービスです。利用者は、仲間の間でメ

ールのようなメッセージのやり取りやファイル交換により、情報を交換できま

す。また、利用者同士が交流しながらゲームで遊ぶこともでき、便利なコミュ

ニケーション手段になっています。 

一方で、会員へのなりすましや、情報の不正入手の事例も発生しているため、

注意が必要です。また、情報を書き込む時は、インターネット上に情報が公開

される事を理解して、内容や公開範囲に注意を払う必要があります。 

 

 

3.3 クラウドサービスについて 

クラウドサービスとは、アプリケーションやデータなどを、インターネット

などのネットワークを経由して、必要に応じて利用する形態のことです。 

クラウドサービスでは、専門業者が保有するセキュリティの整った専用施設

で一括して機器を管理します。そのため自前で機器を所有するよりも、多くの

利用者で按分した管理費用で維持できるため、安全を確保した上で維持管理費

を抑えることができるといった利点があります。企業がクラウドサービスを利

用している割合は年々増加しています。 

クラウドサービスは、顧客ごとに機器を分ける形態の ASP※方式や複数の顧

客で機器を共同利用する SaaS※方式などの種類があります。 

 

図表 2-3-2. 国内におけるクラウドサービスの利用状況 

（出典）総務省「平成 24 年通信利用動向調査」 
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第3章 情報化の現状と課題 

1 情報インフラの現状と課題 

市内の情報インフラの現状として、以下の事業者によるサービスを調査しま

した。 

・NTT 西日本の ADSL および光接続サービス 

・おりべネットワークのケーブルインターネット接続サービス 

・NTT ドコモの携帯電話サービス 

 

1.1 NTT 西日本の ADSL サービス 

NTT 西日本が提供する ADSL（Asymmetric Digital Subscriber Line）と

は、電話線を使った高速なインターネット接続回線です。例えば、「モア 40」

というサービスプランでは、ダウンロードの速度が 40Mbps 程度になります。

これは音楽 CD1 枚分のデータ（約 650MB）を約 2 分 10 秒でダウンロード

できる速度です。 

ADSL は、電話局までの距離が通信速度に影響を与えます。この距離が長い

と通信速度が遅くなるため、サービス提供可能範囲は、おおむね 6km 以内と言

われています。本市における市内局番とサービスプラン毎の提供状況を次表に

示します。 

 

市内局番 

フレッツ・ADSL サービス提供状況 

（○：提供、×：未提供）、[ 下り最大速度 bps] 

1.5M ﾌﾟﾗﾝ 8M ﾌﾟﾗﾝ ﾓｱ 24 ﾓｱ 40 ﾓｱｽﾍﾟｼｬﾙ 

[1.5M] [8M] [24M] [40M] [44～47M] 

66/67/68 ○ ○ ○ ○ ○ 

62/65 ○ ○ ○ ○ ○ 

63 ○ ○ × × ○ 

64/69 × × × × × 

図表 3-1-1. NTT 西日本の ADSL サービスの提供状況（平成 25 年 9 月現在） 

（注）提供が「○」と表記してある市外局番であっても提供されない場合や、提供までに

時間がかかる場合があります。 

 

NTT 西日本が提供する ADSL は、瑞浪地区、明世地区、土岐地区、稲津地

区、釜戸地区、陶地区において利用可能となっています。しかし、日吉地区、

大湫地区においてサービス未提供となっています。 
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1.2 NTT 西日本の光接続サービス 

NTT 西日本が提供する光接続サービスとは、光ファイバーケーブルを使った

インターネット接続回線のことです。ADSL に比べると距離の影響は少ないの

が特徴です。通信速度が最大 100Mbps/最大 200Mbps、または最大おおむ

ね 1Gbps の 2 種類のサービスプランにてインターネットに接続できます。 

本市における市内局番とサービスプラン毎の提供状況を次表に示します。 

 

市内局番 

フレッツ光サービス提供状況 

（○：提供、×：未提供）、[ 通信速度 bps] 

フレッツ光ネクスト フレッツ光ネクスト 隼（はやぶさ） 

100/200Mbps, 最大おおむね 1Gbps 

66/67/68 ○ ○ 

62/65 × × 

63 × × 

64/69 × × 

図表 3-1-2. NTT 西日本の光接続サービスの提供状況（平成 25 年 9 月現在） 

（注）提供が「○」と表記してある市外局番であっても提供されない場合や、提供までに

時間がかかる場合があります。 

 

NTT 西日本光接続サービスは、瑞浪地区、明世地区、土岐地区、稲津地区の

一部にてサービス提供中です。その他の地区については提供時期が未定です。 
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次図に ADSL および光接続サービスの提供エリアの概況を表示します。 

 

図表 3-1-3. ADSL と光接続サービスの提供エリア（平成 25 年 9 月現在） 

（注）上図の区境は、おおよその区分を把握するために作成したものであり、厳密に境を

示すものではありません。 

 

  

【凡例】 

赤円内：ADSL 提供エリア 

赤色 ：光接続 提供エリア 
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1.3 おりべネットワークのケーブルインターネット接続サービス 

おりべネットワークが提供するケーブルインターネット接続サービスは、ケ

ーブルテレビ網を使ったインターネット接続回線のことです。通信速度が

10Mbbs、33Mbbs、110Mbbs、200Mbbs の 4 種類のサービスプランで

インターネットに接続できます。本市におけるおりべネットワークのインター

ネット接続サービスは、各地域の住宅密集地を中心に提供可能となっています。

しかし、山間地域においては、サービス未提供エリアが存在します。 

次図にサービス提供エリアの概況を表示します。 

 

図表 3-1-4. ケーブルインターネット接続サービスの提供エリア（平成 25 年 9 月現在） 

（注）上図の区境は、おおよその区分を把握するために作成したものであり、厳密に境を

示すものではありません。 

 

  

【凡例】 

赤線：ケーブル配線 
（注）ケーブル配線近辺が提供エリア

となります。 
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1.4 NTT ドコモの携帯電話サービス 

NTT ドコモは FOMA／FOMA プラス （フォーマ／フォーマプラス）と Xi 

（クロッシィ）という携帯電話を利用したインターネット通信回線を提供して

います。 

FOMA／FOMA プラスは平成 13 年より提供しているサービスで、上り方向

が最大 5.7Mbps、下り方向が最大 14Mbps のインターネット接続が可能です。

FOMA プラスとは、山間部でも利用しやすい 800MHz 帯の電波を利用したサ

ービスで、FOMA とのサービス内容に違いはありません。 

FOMA／FOMA プラスは一部の山間地域を除き、市内居住地域の全域にてサ

ービス提供されています。 

次図に FOMA／FOMA プラスサービスの提供エリアの概況を表示します。 

 

図表 3-1-5. FOMA／FOMA プラスサービスの提供エリア（平成 25 年 9 月現在） 

（注）上図の区境は、おおよその区分を把握するために作成したものであり、厳密に境を

示すものではありません。 

【凡例】 

赤色：提供エリア 
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Xi とは、LTE（Long Term Evolution、ロング・ターム・エボリューション）

と言われる携帯電話の新たな通信規格で、FOMA／FOMA プラスに比べて、通

信速度が向上しています。このサービスでは、上り方向が最大 37.5Mbps、下

り方向が最大 112.5Mbps のインターネット接続が可能です。 

本市では、瑞浪地区、明世地区、土岐地区、稲津地区の一部、中央高速自動車

道沿いにて、サービスが提供されています。 

平成 26 年 2 月までに県道 352 号線沿い日吉コミュニティセンター周辺およ

び国道 363 号線沿い陶町希望ケ丘周辺にてサービスエリアを拡大する予定で

す。次図にサービス提供エリアの概況を表示します。 

 

図表 3-1-6. Xi サービスの提供エリア（平成 25 年 9 月現在） 

（注）上図の区境は、おおよその区分を把握するために作成したものであり、厳密に境を

示すものではありません。 

 

【凡例】 

赤色：提供エリア 

桃色：平成 25 年 11 月 エリア拡大 

緑色：平成 26 年  2 月 エリア拡大 
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1.5 情報インフラの課題 

本市のインフラ整備状況について、携帯電話網（携帯電話、スマートフォン）

は、ほとんどの市内居住地域の全域でサービス提供されていますが、ADSL、

光接続サービス、ケーブルテレビは、一部地域で未提供であり、情報インフラ

の整備が不十分な状況がみられます。 

ADSL、光接続サービス、ケーブルテレビといった情報インフラについては、

本市がブロードバンドサービス事業者に整備拡充を働きかける等、情報インフ

ラ未整備地域を減少させる活動が求められています。 
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2 市民における情報化の現状と課題 

本市では、市民の情報化の現状を適確に捉えるために、情報通信機器の利用状

況やインターネットの利用状況、情報化施策などに関する市民アンケートを実

施しました。 

また、この結果に基づいて、本市が取組むべき施策へ反映するため、市民ニー

ズを整理しました。 

 

2.1 市民アンケートの概要 

調査対象者 15 歳以上の瑞浪市民  1000 人 

調査期間  平成 25 年 10 月 4 日(金）～ 平成 25 年 10 月 23 日（水） 

調査方法  郵送による自記式 

有効回答数 450 人（回答率 45％） 

 

（注）市民アンケート結果のグラフ表記について 

・図表中の N は「有効回答数」を表します。 

・各項目の割合は四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合があります。 

 

2.2 インターネット利用状況 

今回のアンケート調査では、インターネット利用者が 65.5％でした。インタ

ーネット利用者のうち、利用用途は「ホームページやブログでの情報収集」が

最も多く、利用頻度は「ほぼ毎日」と回答した市民が平成 20 年度の 38.7%か

ら、今回のアンケート調査では 75.３%と大幅に増加しており、日常的にインタ

ーネットを利用している市民は増加しています。 

 

図表 3-2-1. インターネットの利用頻度の比較 

 

  

ほぼ毎

日 , 
75.3%

週に３回程

度, 9.4%

週に１回程

度, 11.8%

月に２回程

度, 0.7%

月に１回程

度, 1.0%

２か月に１

回以下, 
1.7%

今回（N=287）

ほぼ毎

日 , 
38.7%

週に４

日以上, 
10.3%

週に２

～３日

以上, 
20.4%

週に１

日程度, 
19.2%

月に１

回以下, 
11.4%

前回（H20年度）

（N=437）
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利用者が増加する中で、インターネットのマナー、危険性を学ぶ機会につい

ては、16.0％が「学校の授業」、10.3%が「自治体等の公的機関主催のセミナ

ー」を通じて学習したと回答しています。一方、32.4%が「とくに学んでいな

い」、31.7%が「インターネットを活用して自分で学習する」、31.3%が「友

人・家族等に教えてもらう」と回答しています。このように学校や公的機関以

外で学んだ市民は、インターネットのマナー、危険性を正しく認識していない

恐れがあります。 

 

図表 3-2-2. インターネットのマナー、危険性を学ぶ機会【複数回答】 

 

こうした中、アンケート調査では特に 50 代、60 代は 50.0%、70 代は

46.2%の市民が今後インターネットのマナー、危険性などを学ぶ機会があれば

参加したいと回答しています。インターネットを安心して利活用するためにマ

ナー、危険性について学ぶ機会を作っていく必要があります。 

 

図表 3-2-3. インターネットのマナー、危険性に対する学習意欲 

8.5%

7.5%

1.8%

10.3%

16.0%

31.3%

31.7%

32.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

その他

書籍などを使って自分で学習する

民間主催のセミナー

自治体等の公的機関主催のセミナー

学校の授業

友人・家族等に教えてもらう

インターネットを活用して自分で学習する

とくに学んでいない

全体（N=281）

22.7%

29.7%

44.2%

40.3%

50.0%

50.0%

46.2%

50.0%

77.3%

70.3%

55.8%

59.7%

50.0%

50.0%

53.8%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15～19歳(N=22)

20～29歳(N=37)

30～39歳(N=43)

40～49歳(N=62)

50～59歳(N=54)

60～69歳(N=44)

70～79歳(N=13)

80歳以上(N=2)

年齢別（N=277）

ある

ない
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2.3 スマートフォン、タブレット端末の利用状況 

インターネットを利用している通信機器として、40 歳未満ではスマートフォ

ン端末利用者が 70％を超えています。また、タブレット端末も 70 歳以上を除

き、各年代で利用されており、スマートフォンやタブレット端末も、パソコン

に加え新たな情報通信端末として、浸透しつつあると考えられます。 

 

図表 3-2-4. 利用機器【複数回答】 

15.8%

7.9%

84.2%

65.8%

0.0% 50.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

20～29歳（N=38）

11.4%

25.0%

70.5%

75.0%

0.0% 50.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

30～39歳（N=44）

17.5%

28.6%

44.4%

74.6%

0.0% 50.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

40～49歳（N=63）

13.8%

20.7%

31.0%

89.7%

0.0% 50.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

50～59歳（N=58）

10.9%

30.4%

15.2%

71.7%

0.0% 50.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

60～69歳（N=46）

0.0%

26.7%

0.0%

80.0%

0.0% 50.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

利用機器70～79歳（N=15）

0.0%

50.0%

0.0%

50.0%

0.0% 50.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

利用機器80歳以上（N=2）

4.5%

13.6%

13.6%

72.7%

54.5%

0.0% 50.0% 100.0%

その他

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

15～19歳（N=22）

0.3%

13.2%

22.9%

45.8%

74.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

全体（N=288）
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一方、家族・同居の方のスマートフォンの保有状況に関しては、18 歳以下で

21.5％が「持っている」と回答しており、スマートフォン利用の低年齢化が進

んでいます。今後、低年齢者の保有が進み、スマートフォンの保有者が年々増

加していくと考えられます。 

 

図表 3-2-5. 家族・同居の方のスマートフォンの保有について 
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2.4 SNS の利用状況 

SNS について「利用したことがある」と回答した市民は 39.2%であり、SNS

が情報入手の手段の 1 つとして浸透しつつあると考えられます。年齢別にみる

と 10 代では 90.9％が SNS を利用したことがあると回答していますが、50

歳から割合が極端に減少し、年代で差が見られます。 

 

図表 3-2-6. SNS の利用状況 

 

利用している SNS は、「LINE」が 80.8%と最も多く、次いで「Facebook」

が 49.7%となりました。その他の SNS についても利用していると回答があり、

特定の SNS サービスではなく、数多くの SNS サービスが利用されています。 

  

90.9%

89.7%

71.1%

51.5%

32.4%

8.0%

9.5%

9.1%

10.3%

28.9%

48.5%

67.6%

92.0%

100.0%

90.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15～19歳(N=22)

20～29歳(N=39)

30～39歳(N=45)

40～49歳(N=68)

50～59歳(N=68)

60～69歳(N=87)

70～79歳(N=40)

80歳以上(N=21)

年代別（N=390）

ある

ない
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図表 3-2-7. 利用している SNS【複数回答】 

 

SNS の利用目的については、「知人とのコミュニケーション」が 90.7%と最

も多く、次いで「情報検索」44.3％、「同じ趣味・嗜好の人を探す」25.0%と

なっています。SNS は、利用者のコミュニケーション手段になっています。 

 

図表 3-2-8. SNS の利用目的【複数回答】 

 

  

2.9%

0.7%

0.7%

3.6%

5.7%

8.6%

25.0%

44.3%

90.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

相談相手を探す

ボランティア活動や社会貢献

地域活動

特に目的はない

ビジネス

同じ趣味・嗜好の人を探す

情報検索

知人とのコミュニケーション

全体（N=140）
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利用者が SNS で実現したこととして「知りたい情報を得られた」、「疎遠にな

っていた人と再び交流するようになった」、「同じ趣味・嗜好を持つ人と交流で

きた」ことが挙げられています。情報取得の手段として、または時間や場所に

とらわれないコミュニケーションの場として、SNS が利用されています。 

 

図表 3-2-9. SNS を利用して実現した事【複数回答】 

 

一方、SNS を利用しない理由として「興味がないから」、「自分の個人情報を

知られたくないから」、「迷惑メールや詐欺メールが来る可能性があるから」が

挙げられています。SNS に興味がわかない、SNS 利用に不安を感じている市

民が多くいます。 

しかし、SNS の利用状況を見ると有効なコミュニケーションの手段であり、

今後、SNS の利用は本市の課題として、検討していく必要があります。 

 
図表 3-2-10. SNS を利用しない理由【複数回答】 

  

1.4%

2.2%

15.1%

15.1%

15.1%

33.1%

39.6%

56.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

その他

近隣・地域に関わる不安・問題が解消した

自分の情報や作品を発表できた

新たな絆（ビジネスパートナーや趣味友達など）が生まれた

実現した事はない

同じ趣味・嗜好を持つ人と交流できた

疎遠になっていた人と再び交流するようになった

知りたい情報を得られた

全体（N=139）

8.7%

7.7%

13.3%

19.0%

28.7%

30.8%

31.3%

61.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

ネット上での発言に責任を負いたくないから

参加のきっかけがないから

不特定多数の人に知られたくないから

使い方が分からないから

迷惑メールや詐欺メールが来る可能性がある…

自分の個人情報を知られたくないから

興味がないから

全体（N=195）
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2.5 市からの情報発信、情報共有について 

本市に関する情報入手手段は、広報誌「広報みずなみ」が 93.7%と最も多く、

「瑞浪市ホームページ」は 17.0%に留まっています。ホームページが市の情報

発信手段として有効に活用されていないことが伺えます。 

 

図表 3-2-11. 本市に関する情報入手手段【複数回答】 

 

災害時や市内で起きた犯罪情報を迅速に発信できる「絆メール」に関しては、

55.0%の市民が「知っている」と回答しており、認知度は高い結果となりまし

た。今後も継続して普及を進めていく必要があります。 

 

図表 3-2-12. 絆メールの認知度 

  

4.9%

3.5%

10.7%

17.0%

21.9%

93.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

直接問い合わせ

知り合いから

瑞浪市ホームページ

新聞、テレビ、ラジオ

広報みずなみ

全体（N=429）
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市民と市長が意見交換を行う場である市政直行便は、「知っている」と回答

した市民が26.4%でした。前回調査から7.9％増加しています。市政直行便は、

市民と本市が情報を共有し、意見の交換を行う場として活用するため、更なる

活用やあらたな情報共有の仕組みを充実させることが必要です。 

 

図表 3-2-13. 市政直行便の認知度 

 

2.6 瑞浪市ホームページについて 

本市では平成 22 年にホームページを更新し、新着情報欄や検索機能の実装、

外国語対応や、「くらし」「しごと」といったタブ表示を実施してきました。そ

の結果、市民アンケートでは、瑞浪市ホームページが「とてもわかりやすい」、

「わかりやすい」、「普通」と回答した市民が 87.7％を占めており、タブ表示は

一定の評価が得られています。 

 

図表 3-2-14. ホームページの印象 

 

しかし、ホームページの利用率は 37.3%であり、前回調査時の 47.3％から

10.0%減少しています。ホームページが「わかりにくい」、「とてもわかりにく

い」と回答した理由として、「探している情報が見つけづらいから」、「メニュー

配置がわかりづらいから」などの意見が多く、今後も「情報の見つけやすさ」、

「わかりやすさ」を追求したホームページ作りが必要です。 

  

26.4% 73.6%

0% 50% 100%

今回（N=163）

知っている

知らなかった
18.5% 81.5%

0% 50% 100%

前回（H20年度）

（N=302）

知っている

知らなかった

とてもわかりや

すい, 1.8%

わかりやすい, 

16.6%

普 通, 69.3%

わかりにくい, 

11.0%

とてもわかりにく

い, 1.2%

全体（N=163）



22 

 

 

図表 3-2-15. ホームページが分かりにくい理由【複数回答】 

 

ホームページから市民が知りたい情報は、「「くらし」に関する情報」が 1 位

でした。2 位以降は、「「申請・手続き」の情報」、「「観光・イベント」の情報」

となりました。上位に挙げられた情報については、重点的に情報提供を実施す

る必要があります。 

 

図表 3-2-16. 市民が知りたい情報【複数回答】 

 

  

5.0%

0.0%

15.0%

20.0%

50.0%

85.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

言葉遣いが難しいから

色遣いが見づらいから

分野別で探せないから

メニュー配置がわかりづらいから

探している情報が見つけづらいから

全体（N=20）

1.4%

5.0%

9.2%

9.6%

14.4%

18.3%

23.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

その他

「市長」「市議会」に関する情報

「しごと」に関する情報

「行政・施策」の情報

「観光・イベント」の情報

「申請・手続き」の情報

「くらし」に関する情報

全体（N=437）
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2.7 瑞浪市の SNS 導入について 

SNSを利用した瑞浪市と市民との交流について「是非実施すべきである」、「実

施したほうが良い」と回答した市民は 32.8％でした。 

 

図表 3-2-17. 瑞浪市の SNS 導入について 

 

SNS を利用して、瑞浪から情報発信すべき項目として「医療や介護などの保

険・福祉情報」、「避難場所などの防災情報」、「防犯・交通安全情報」が上位に

挙がっています。 

 

図表 3-2-18. 瑞浪市から発信してほしい情報【複数回答】 

是非実施す

るべきであ

る, 5.3%

実施した方

がよい, 
27.5%

実施しない

方がよい, 

6.3%

実施しては

いけない, 
0.5%

わからない, 
60.5%

全体（N=397）

4.6%

9.3%

13.3%

15.7%

17.6%

17.9%

25.6%

26.5%

31.2%

32.4%

38.0%

42.0%

48.1%

54.6%

62.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

市長の会見や日程

郷土資料などの観光情報

地域商店や特産品などの産業情報

ボランティアなどのまちづくり情報

市の予算や計画など市政情報

申請や届出などの行政手続情報

子ども向けの情報

保育や教育などの子育て支援情報

市民から市への意見、提案

イベントや生涯学習情報

ごみ収集やリサイクルなどの生活情報

防犯・交通安全情報

避難場所などの防災情報

医療や介護などの保険・福祉情報

全体（N=324）



24 

 

また、市民と市が情報交換した方がよいという質問に対して、「お困りごとな

ど市政への相談事項」、「大規模災害時の被災者支援要請などの防災情報」、「舗

装はがれ、遊具は損など道路や公共施設の危険箇所情報」が多く挙げられてい

ます。 

市への相談事項、市民と市双方の防災情報提供、市民による道路や公共施設

の危険箇所情報の提供、市民と市長の意見交換、といったことを SNS で実現す

ることが求められていると考えられます。 

 

図表 3-2-19. 市民と市が情報交換した方がよい情報【複数回答】 

 

2.8 携帯電話について 

携帯電話がつながらずに困った経験があると回答した市民は 15.7%でした。

山間部など光回線、ケーブルテレビなど有線接続が難しい地域では、携帯電話

の無線回線は重要な情報伝達手段の 1 つです。市民が接続に不満を感じずに利

用できるように整備が求められています。 

 

2.9 図書検索・予約サービスについて 

図書館の図書検索・予約サービスを「知っている」と回答した市民が 20.0%、

「利用したことがある」と回答した市民が 17.3%であり、認知度が低い結果と

なりました。サービス利用の促進について検討する必要があります。 

4.4%

30.4%

33.1%

33.4%

47.3%

52.0%

57.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

不法投棄の撤去・街路樹のせん定など市政への

依頼事項

イベントや地域の魅力などのまちづくり情報

市長・議会・市政への要望事項

舗装はがれ、遊具は損など道路や公共施設の危

険箇所情報

大規模災害時の被災者支援要請などの防災情報

お困りごとなど市政への相談事項

全体（N=296）
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2.10 自由意見について 

85 件の自由記述回答がありました。主な内容は次のとおりです。 

 

(1) 本市からの情報提供の充実 

① 市の施設はどのように利用するのか。体育館の空き情報など。 

② デイサービスなどの施設、介護認定の方法。 

③ バリアフリーや車いす OK のお店情報。 

④ 振り込み詐欺の事例。 

⑤ 市民からの相談事項の内容および市の回答。 

⑥ スポーツ教室や社会人向けの資格講座。 

⑦ 包丁研ぎ、網戸の張り替えといったお助け支援の情報。 

⑧ 子育てなど子どもに関する情報。 

⑨ イベントやイベントを企画する際に利用できる施設や公園。 

⑩ ネットの危険情報にはどんなものがあるか。どんなもので困った人がい

るか。 

⑪ ペットを飼っている人も多いので動物関連の情報。 

⑫ 瑞恵バイパスの建設進行状況など道路工事の情報。 

 

(2) 通信回線の整備 

① インターネットが通じない地域に住んでいます。 

② 現在住む場所では市広報の放送が全く聞き取れません。受信機を貸与さ

れていますが、これも雑音ばかりで聞き取れません。この近く数軒では、

災害情報が届かない状況です。土石流の危険地域なので何とかしてほし

いのです。 

 

(3) 申請・手続きの要望 

① 届出申請をインターネットで行えるとよい。 

② インターネットなら 24 時間いつでも手続き（ある程度、すべてではな

い）ができる様にしてほしい。 

③ 市役所から距離が遠い地域に向けてサービスしてほしい。 

④ 土日曜日に住民票、印鑑証明が発行していただけるとたいへん良いと思

います。 
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(4) SNS に関して 

① 瑞浪市の規模で、SNS まで活用する必要性はコスト、利用者の面から不

要。 

② SNS 運用は慎重に検討してください。 

③ SNS で公から個の場合は、緊急に、広く、公平に、伝えたいことだけ一

方的に発信するほうがよい。やりとりしていると炎上するし、個人の特

定に対して嫌がらせもある。交流なんて考えないで一方的に発信してく

ださい。 

④ 市長がツイッターアカウントを持って、何をしているのか、どんどん発

信してください。 

⑤ SNS は高齢者の方々が使えるか心配。 

⑥ SNS をつかった“交流”は、無責任な発言を増長させる温床になる。 

 

(5) インターネット講習会への要望 

① 高齢者でもインターネットが利用できるような手段を考えて頂けたらと

思います。 

② インターネットの使い方の方法を何らかの形で教えてほしいです。メリ

ットもあるけどデメリットもあるので、安心して使えるようにしたいで

す。そして正しい情報が知りたいです。 

 

(6) 新しいサービスへの要望 

① イベントのチケットをネットで購入できると若い世代が増えるのでは？ 

② 限界集落で回覧を回す時に電子回覧ができるように、ipad のもっと単機

能のようなものを各家庭に配布（現実に行っているところあり）しては

いかがでしょうか？ 

③ おりべネットワークと協力して瑞浪市のトップページに動画ニュース、

情報（瑞浪市に関係あるもの）にリンクできるようにしてはいかがでし

ょうか？ 

④ 防災無線、広報もインターネットをもっと有効活用して、市民や外出先

の人々にも情報が伝わるシステムを進めていってほしい。 

⑤ パソコンや携帯などを使っていない人も使える様式など文字の大きさな

ど工夫をしっかりしたものが各家庭に配置されると良いと思います。  

 

  



27 

 

2.11 市民アンケートから導き出される課題 

 

(1) 新たな情報通信端末の活用や SNS の利活用に向けた検討 

インターネットは日常的に使われており、スマートフォンやタブレット端

末も新たな情報通信端末として浸透しつつあります。こうした背景を受け、

新たな情報通信端末の活用を検討する必要があります。 

また、若年層において SNS の利用は増えていますが、本市の SNS 導入

に対する賛成意見は約 3 割であり、慎重に導入するよう求める意見も多く

寄せられました。SNS の仕組みや特徴を十分に調査し、活用を検討する必

要があります。 

 

(2) 医療や介護などの保険・福祉情報の発信 

市民からは、医療や介護などの保険・福祉情報を発信してほしい要望が多

く寄せられました。 

医療・介護や生活支援サービスを求める多くは高齢者であり、本市でも高

齢者を中心とした市民に対し、医療や介護などの保険・福祉情報を適切に提

供するといった取組みが必要です。 

 

(3) インターネットのマナーや危険性を学ぶ機会の創出 

50 代、60 代では、約半数の市民がインターネット利用のマナーや危険

性などを学ぶ機会があれば参加したいと回答しています。市民がインターネ

ット利用のマナーについて、適切な教育や講習を受ける機会をつくることが

必要です。 

 

(4) 「情報の見つけやすさ」、「わかりやすさ」を追求したホームページ作り 

市民アンケートでは、市民の 93.7%が「広報みずなみ」から市の情報を

得ているという結果が得られた一方、ホームページの利用率は、前回調査よ

り低下しています。「わかりにくい」と回答した理由として、「探している情

報が見つけづらいから」、「メニュー配置がわかりづらいから」などの意見が

多く、更なる「情報の見つけやすさ」、「わかりやすさ」を追求したホームペ

ージ作りが必要です。 
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3 事業者における情報化の現状と課題 

 

3.1 事業者アンケートの概要 

調査対象者 瑞浪市商工会議所 所属委員 51 企業 

調査期間  平成 25 年 10 月 4 日(金）～平成 25 年 10 月 23 日（水） 

調査方法  郵送による自記式 

有効回答数 36 社（回答率 71％） 

 

（注）事業者アンケート結果のグラフ表記について 

・図表中の N は「有効回答数」を表します。 

・各項目の割合は四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合があります。 

 

 

3.2 インターネット利用状況 

インターネット利用は、100％の事業者が「利用している」と回答してい

ます。利用目的は、「電子メール」が 91.7%、「ホームページ閲覧などの情

報収集」が 88.9%となっています。また、「データの受信（取引先から受

け取り・商取引など）」は 72.2%、「データ送信（取引先への提供、商取引

など）」は 69.4%の事業者が利用していると回答しており、日常的に業務

でインターネットを利用していると考えられます。 

 

図表 3-3-1. インターネットの利用目的【複数回答】 

2.8%

19.4%

25.0%

30.6%

50.0%

69.4%

72.2%

88.9%

91.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

インターネットを通じた販売

電子入札などのオンライン業務

製品やサービスの宣伝・広告

ホームページ・ブログの開設・運営（事業所情報の公開など）

データ送信（取引先への提供・商取引など）

データの受信（取引先から受け取り・商取引など）

ホームページの閲覧など情報収集

電子メール

全体（N=36）
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また、62.9％の事業者が今後インターネットのマナー、危険性などを学

ぶ機会があれば参加したいと回答しています。 

 

図表 3-3-2. インターネットのマナー、危険性に対する学習意欲 

 

3.3 スマートフォン、タブレット端末の利用状況 

「スマートフォン」が 38.9%、「タブレット端末」が 33.3％の事業者

で利用されています。また、大企業より中小企業でスマートフォンやタブレ

ット端末が利用されています。 

 

図表 3-3-3. 利用機器【複数回答】 

62.9% 37.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（N=35）

ある

ない

25.0%

43.8%

43.8%

100.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

従業員数1～9人（N=16）

42.9%

14.3%

42.9%

100.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

従業員数10～29人（N=7）

40.0%

50.0%

40.0%

100.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

従業員数 30～99人（N=10）

33.3%

100.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

従業員数100～299人（N=3）

33.3%

36.1%

38.9%

100.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

タブレット端末

携帯電話

スマートフォン

パソコン

全体（N=36）
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3.4 SNS の利用状況 

SNS について「利用したことがある」と回答した事業者は 19.4%であ

り、一部の事業者で SNS が業務で利用されていることがわかりました。従

業員数別では、従業員数が 100～299 人の事業者では 33.3％、30～99

人の事業者では 30.0%が SNS を利用したことがあると回答しています。

業種別では、卸売・小売業、製造業、印刷業、教育・学習支援で利用されて

います。 

 

図表 3-3-4. SNS 利用状況 

 

  

12.5%

100.0%

100.0%

12.5%

28.6%

87.5%

100.0%

100.0%

100.0%

87.5%

71.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他(N=16)

不動産業（N=1)

教育・学習支援(N=1)

印刷業(N=1)

金融・保険業（N=1)

運輸交通業(N=1)

製造業(N=8)

卸売・小売業(N=7)

業種別（N=36）

ある

ない

12.5%

14.3%

30.0%

33.3%

87.5%

85.7%

70.0%

66.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～9人(N=16)

10～29人(N=7)

30～99人(N=10)

100～299人(N=3)

300人以上(N=0)

従業員数別（N=36）

ある

ない
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利用している SNS は、「Facebook」が 33.3%と最も多く、「Twitter」、

「LINE」、「mixi」なども利用していると回答しています。特定の SNS サー

ビスではなく、数多くの SNS サービスが利用されています。 

 

図表 3-3-5. 利用している SNS【複数回答】 

 

SNS の利用目的は、顧客サポート、情報収集、販促目的、企業宣伝など

多岐にわたります。SNS で実現したこととして「新商品・新サービスの情

報を発表できた」、「知りたい情報を得られた」が多く、時間や場所にとらわ

れない顧客への情報提供や、企業宣伝の手段として SNS が利用されている

ことがわかりました。 

 

図表 3-3-6. SNS を利用して実現した事【複数回答】 

 

一方、SNS を利用しない理由としては、「迷惑メールや詐欺メールが来る

可能性があるから」、「興味がないから」、「使い方が分からないから」の項目

が上位に挙がっています。 

0.0%

0.0%

0.0%

13.3%

26.7%

26.7%

33.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

その他

Mobage

GREE

mixi

LINE

Twitter

Facebook 

全体（N=7）

0.0%

0.0%

20.0%

20.0%

40.0%

40.0%

80.0%

80.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

近隣・地域に関わることができた

あてはまるものはない

過去に取引があった顧客と再び交流するようになった

新たな絆（ビジネスパートナー等）が生まれた

同じ業者と交流できた

知りたい情報を得られた

新商品・新サービスの情報を発表できた

全体（N=5)
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図表 3-3-7. SNS を利用しない理由【複数回答】 

 

3.5 SNS を活用した企業と市との交流について 

「SNS を利用した瑞浪市と企業との交流についてどう思われますか。」と

いう質問に対して、「是非実施するべき」、「実施した方がよい」と回答した

事業者は 29.0％となりました。 

 

図表 3-3-８.  ＳＮＳを利用した瑞浪市と企業との交流について 

 

本市から情報発信するべき項目として、災害情報が多く寄せられています。

事業者から情報発信するべき項目として、事業者から市への提案、企業アピ

ールが挙げられています。 

 

14.8%

3.7%

3.7%

14.8%

14.8%

14.8%

22.2%

33.3%

37.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

その他

会社情報を知られたくないから

本社からの指示が無いから

参加のきっかけがないから

不特定多数の人に知られたくないから

ネット上での発言に責任を負いたくないから

使い方が分からないから

興味がないから

迷惑メールや詐欺メールが来る可能性があるから

全体（N=27)

是非実施する

べきである, 

3.2%

実施した方が

よい, 25.8%

実施しない方

がよい, 6.5%

実施してはい

けない, 0.0%

わからない, 
64.5%

全体（N=31)
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3.6 自由意見について 

10 件の自由記述回答がありました。主な内容は次のとおりです。 

① 不急な情報はインターネット、緊急な情報は SNS にするなど、使い方

が明確であってほしい。 

② 瑞浪市総合文化センターを中心とした各施設や地域で開催される行事の

案内をしてほしい。 

③ 市民に対して市が行っている補助情報をもっとわかりやすくしてほしい

と思う。 

④ 相談窓口の情報を増やしてほしい。市民サービスを提供している地元事

業者の情報を増やしてほしい。 

⑤ タブレット端末を無料で貸し出してはどうでしょうか？ 

⑥ 今までの質問はネット環境が快適にととのった（光ブロードバンド、LTE、

地デジなど）前提でのアンケートをしている。インフラは通信会社企業

の経営方針によるものと片付けているうちはどんなにいいものを作って

も市内全域などに活用できなければ意味がない。 

⑦ 文化・産業などのアーカイブ動画コンテンツの充実。アプリ開発・セミ

ナーなど小中学校への出前講座。アプリ開発・セミナーなど子供向け長

期セミナー開催。 

⑧ ビジネスマッチング。 

 

3.7 事業者アンケートから導き出される課題 

インターネット利用率は 100％であり、SNS も 19.4%の事業者が利用

しています。時間や場所にとらわれない顧客への情報提供や、企業宣伝の手

段としてインターネットが利用されており、本市からも地元事業者や産業の

情報を発信してほしいとの要望があります。また、本市への相談窓口や事業

者からの提案の場を提供してほしいとの要望もあり、事業者と行政の情報交

換について検討が必要です。 
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4 庁内における情報化の現状と課題 

 

4.1 庁内における情報化の現状 

 

(1) 情報発信・収集能力の強化 

本市は、ホームページの開設や更改、携帯電話用ホームページの開設、絆

メールの配信など、情報発信の強化を進めてきました。絆メールは、登録し

ていただいたメールアドレスに、気象警報、防災情報、防犯情報をメールで

お知らせするシステムです。絆メール登録者は 4400 人を超えており、多

くの方へ即時に情報を発信することができています。 

また、市政直行便やパブリックコメント実施により、市民から意見を収集

する能力を強化してきました。 

 

(2) 効率的な行政事務の構築 

本市業務の情報化は、住民基本台帳や収納などを処理する住民情報システ

ムを中心に進めています。平成元年からホストコンピュータを中心とするシ

ステムを導入して以来、平成 12 年にはクライアントサーバ方式、平成 21

年10月には現在注目されているクラウドサービスの一種であるASP方式

を利用した「総合行政情報システム」への移行を実施しました。 

ASP とは、ネットワークを通じてシステムを利用する形態であり、多く

の利用者が同じサービスを利用するため、本市にサーバを設置するよりも安

価にシステムを運用することができます。専門業者が保有するセキュリティ

の整った専用施設で一括してサーバ機器を管理するため、安全を確保した上

で維持管理費を抑えるといったシステム管理の簡素化が実施でき、効率的な

行政事務の構築を順次進めていくことができました。 
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4.2 庁内における情報化の課題 

 

(1) 個人情報の保護 

本市は、市民生活に密着した仕事を行うことから、多くの個人情報を保有

しており、個人情報の保護は大きな課題となっています。情報の発信、情報

の収集の強化の実施に伴い、個人情報の有用性に配慮しながら、個人の権利

利益を保護することで、個人情報の「保護」と「活用」のバランスを図り、

厳正に運用していく必要があります。 

 

(2) 情報提供や情報管理の在り方 

本市が保有する情報は、市民の共有財産です。これらの情報を、広報誌、

各種刊行物をはじめとして、瑞浪市ホームページ、携帯電話用ホームページ、

絆メールなどさまざまな手段を用いて提供しています。 

それぞれの情報提供手段の特性に応じて、適切に提供出来るように、情報

提供の在り方を考える必要があります。 

また、平成 23 年に発生した東日本大震災をきっかけとし、全国的に防災

への関心度が高まっています。災害時に市役所が被災した場合でも、救急・

救命・避難対策、生活支援といった市民サービスを継続することや、継続で

きなくなった場合でも出来るだけ早急に復旧させるといった、情報管理の在

り方を検討する必要があります。 

 

(3) 費用対効果を重視したムリやムダの無いシステム構築 

「総合行政情報システム」で採用している ASP 方式は、運用面はセキュ

リティ面においてメリットが大きく、費用対効果を考え、総合行政情報シス

テム以外の個別システムについても、ASP 方式への転換を検討する必要が

あります。 
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4.3 第 2 次瑞浪市情報化推進計画の評価 

 

本市では、平成 20 年から平成 25 年までの情報化政策として第 2 次瑞浪市情報

化推進計画を策定し、推進してきました。第 2 次瑞浪市情報化推進計画の施策に

ついて、現在までの達成状況を図表に示します。（詳細は、別紙「第 2 次瑞浪市情

報化推進計画の評価」参照） 

目

標 
施策 情報化施策 施策数 

実施済み/

実施途上の

施策数 

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

利便性向上 

市ホームページの拡充 2 2 

公共施設予約のオンライン化 1 1 

公金納付の利便性向上 2 1 

情報格差の解消 
高齢者等の情報弱者の支援 3 3 

地域情報格差の解消 2 1 

安心・安全の確保 防犯・防災、緊急時の支援 3 3 

庁内情報・知識の共有 
職員のノウハウを蓄積・活用できる仕組み

の支援 
1 0 

市民ニーズの把握 市民ニーズを収集する仕組みの強化 2 1 

職員の人材育成 
市民サービス向上のための人材育成の仕

組みの支援 
1 1 

情報基盤の整備 
個人情報保護対策・情報セキュリティ対策

の強化 
3 3 

行
財
政
の
健
全
性
の

確
保 

行政コストの適正化・

財源の確保 

計画及び予算編成・実施・評価・改善の

PDCA サイクルの確立 
2 2 

インターネットオークションの拡大 1 1 

バナー広告の実施 2 2 

民間活用 民間事業者との連携 1 0 

積極的な情報発信 市民に係るあらゆる情報の積極的な提供 2 2 

市
民
と
の
協
働
化
の
推
進 

市民との情報・知識の

共有化 

市民と協働するための情報・知識の共有化

の仕組みの支援 
1 0 

市民との協働化 
広聴の仕組みの支援 1 0 

市民からの情報発信の環境整備の支援 1 1 

情報機会の拡大 
市民との協働化を目的とした情報機会の

拡大 
2 2 

市民の人材育成 

地域の IT リーダーやボランティアの育

成・確保 
3 0 

市民の IT 講習会の開催 2 1 

計 38 27 

図表 3-4-1. 第 2 次瑞浪市情報化推進計画 各施策の達成状況 

 

図表に示した通り、38 施策中 27 施策について実施済み、または現在実施途上

となっております。主な実施項目は、本市のホームページ更改にともなう検索機能

の実装や、まちづくりサイトへのリンク掲載、絆メールの配信やコンビニ収納対応

などです。 
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一方、費用対効果を検討した結果、「公金納付の利便性向上」におけるクレジット

カード決済対応や、「地域情報格差の対応」における FWA※、取材およびコンテン

ツ作成に関する民間事業者との連携は、着手に至りませんでした。 

また、「庁内情報・知識の共有化」、「市民ニーズの把握」、「市民との情報・知識の

共有化」、「広聴の仕組みの支援」、「市民の人材育成」に関しては、本計画にも盛り

込み、今後も推進していきます。 

 

  



38 

 

第4章 情報化施策 

「第 6 次瑞浪市総合計画」および「第 4 次瑞浪市行政改革大綱」における情報化

推進の個別計画として、以下の通り総合目標および 6 つの重点分野を定め、26 の

個別施策を掲げます。 

 

 

  
【第 3 次瑞浪市情報化推進計画 施策体系】 

（総合目標） 

『市民と行政が双方向で情報共有できる場をつくる』 

 

（重点分野） 

重点分野① 情報関連の地域間格差の解消と高齢者の生活支援 

１．情報インフラの地域間格差の解消 

２．高齢者の見守り支援 

３．情報インフラ未整備地域や高齢者に対する情報提供手段の検討 

 

重点分野② 安全・安心をサポート 

１．絆メールの機能拡大と普及促進 

２．市民からの防災・防犯情報提供機能の構築 

３．児童・生徒の携帯電話などの安全な利用の促進 

４．災害時における連絡手段の確保 

５．災害時における情報システムの継続利用対策 

 

重点分野③ 地域交流の活性化 

１．市主催イベントに関する情報提供の充実 

２．まちづくり推進組織への支援 

３．市民パソコン講座の充実 

４．中京学院大学との連携 

 

重点分野④ 地域産業の振興、発展 

１．地場産業からの情報発信を強化 

２．観光情報の発信・情報共有 

 

重点分野⑤ 行政事務の効率化と質の向上 

１．職員の人材育成 

２．統合型地理情報システム活用の検討 

３．電算業務の改善 

４．情報システムの「所有する」から「利用する」への転換 

５．地域公共ネットワークの改善 

６．公金納付の利便性向上 

７．個人情報保護対策、情報セキュリティ対策の強化 

 

重点分野⑥ 情報の双方向化の実現 

１．適切な情報提供 

２．わかりやすいホームページの実現 

３．テレビの活用による効果的な市政情報の発信 

４．携帯情報端末（スマートフォン、タブレット端末）の利活用にむけた取組み 

５．SNS 活用の推進 
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1 総合目標 

 

 

 

第 6 次瑞浪市総合計画では、本市の目指す将来都市像として「幸せ実感都市 み

ずなみ～共に暮らし、共に育ち、共に創る～」を掲げ、市民と行政の協働により、

本市が魅力ある街として成長し続けていくことができるまちを目指しています。 

 

 協働してまちづくりに取り組むためには、行政だけで実現できるものではなく、

市民や市民活動団体、企業などが連携して進めていくことが必要です。そのために

は、市民や市民活動団体、企業、行政の情報共有が重要です。情報共有は、行政か

らの一方的な情報提供だけでなく、市民からの情報提供も可能とする双方向による

意思疎通が必要となります。 

 

 双方向による意思疎通は、伝えたい情報が相手に届き、理解されることと考え

ます。近年、ICT と携帯端末の発展により、時間と場所にとらわれず、必要な時に

必要な情報をわかり易く相手に届けられることが可能になってきました。 

 

 そこで、今まで通りの情報提供（窓口、電話、広報誌、データ放送）とインタ

ーネットを用いた双方向の情報のやりとりを総合的に組み合わせ、ICT を有効に活

用します。そして「市民と行政が双方向で情報共有できる場をつくる」ことを本計

画の総合目標とし、これにより、総合計画で掲げた市民と行政の協働によるまちづ

くりの実現に貢献します。  

  

市民と行政が双方向で情報共有できる場をつくる 
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2 重点分野 

 

本市では、一部の地域で情報通信インフラが未整備のため、インターネットを活

用できない方々がいます。情報インフラが整備されている地域に住む方でも、イン

ターネットが不得意な方は、ホームページやメールによる情報を受け取れません。

このような情報関連の地域間格差の解消に努めます。 

また、本市の高齢化は進んでおり、孤独死の防止など、高齢者の生活支援が必要

です。情報通信技術を活用して、地域全体で高齢者をささえるまちづくりに努めま

す。 

 

 

東日本大震災をきっかけとした防災への関心度の高まりや、高齢者や子どもが被

害者となる犯罪への不安増大など、安全・安心に関する情報提供が必要とされてい

ます。即時に防災・防犯に関する情報を発信できる絆メール機能の充実や、災害時

に庁舎が被災しても継続して市民サービスを提供できるような対策などを講じること

で、市民の安全・安心な生活環境のサポートに努めます。 

 

 

本市では、住民主体のまちづくりを進めるため、まちづくり推進組織が設立され、

地域の課題解消や発展に取り組まれています。その他にも市民活動団体、NPO 法

人が地域の課題解消のために活動されています。地域交流の活性化を目指して、市

民や団体に対し、積極的な支援や情報提供を図ることで、市民同士が主体的に情報

を収集・発信できるように努めます。 

  

重点分野③ 地域交流の活性化 

重点分野② 安全・安心をサポート 

重点分野① 情報関連の地域間格差の解消と高齢者の生活支援 
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本市には、中山道をはじめとした観光資源、地場産業である陶磁器などの特産品

があります。特産品の需要を拡大するためには、観光客を通しての知名度向上を図

ると共に、市内外の消費者に対して、知らせる工夫が必要です。そのために、観光

資源、特産品の情報を整理し、発信手段、表現方法を検討のうえ、事業者、観光協

会、行政が連携して瑞浪市の魅力を全国に発信し、地域産業の振興、発展に努めま

す。 

 

 

少子高齢化を伴う人口減少社会の進行に伴い、市税の減少、社会保障費の増大が懸

念されています。組織のスリム化を見据え、継続して経費削減の工夫と努力をおこな

い、行政事務の内容およびその水準の維持・向上を図る、「質」重視の取組みに努め

ます。 

 

 

市民が市政に対する関心を高め、市政へ積極的に参加するためには、市が市民の必

要とする情報を適切に提供する必要があります。スマートフォンやタブレット端末な

ど新しい情報収集手段への対応や、更なる「情報の見つけやすさ」、「わかりやすさ」

を追求したホームページ作りに加えて、SNS を効果的に活用し、市民と行政におい

て情報の双方向化を実現できるよう努めます。 

  

重点分野⑥ 情報の双方向化の実現 

重点分野⑤ 行政事務の効率化と質の向上 

重点分野④ 地域産業の振興、発展 



42 

 

3 個別施策 

3.1 重点分野① 情報関連の地域間格差の解消と高齢者の生活支援 

 

(1) 情報インフラの地域間格差の解消 

背景 本市では、インターネット利用者が増加しています。しかし、

一部の地域では、依然として情報インフラの環境が不十分な状況

がみられます。 

インフラ整備は、ブロードバンドサービス事業者に依存すると

ころが大きいのですが、本市と利用者が連携して情報インフラ未

整備地域を減少させる活動が求められています。 

実施内容 

 

インフラ未整備地域の現状把握を推進すると共に、利用者の意

見集約を行い、本市として、ブロードバンドサービス事業者に整

備拡充を働き掛けることを推進します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－2.情報共有 

 

（イメージ） 

 

 

 

  

情報インフラ
の未整備地域 瑞浪市

ブロードバンドサービス事業者Ａ

現状把握

ブロードバンドサービス事業者Ｂ

ブロードバンドサービス事業者Ｃ

働き掛け
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(2) 高齢者の見守り支援 

背景 一人暮らしの高齢者や高齢者だけで生活する高齢者世帯の増加

により、生活に不安を持つ高齢者が増えてきています。 

その課題を解決するために、本市、社会福祉協議会、地域団体、

民間事業所などと連携し、高齢者を地域全体で見守る活動が求め

られています。 

実施内容 

 

【緊急通報システム】 

健康状態に不安がある一人暮らしの高齢者などに対し、電話

回線を通じ、緊急通報装置のボタンを押すだけで、消防署に直

接緊急通報が入る緊急通報システムが現在稼働しています。こ

れを活用し、環境の変化を踏まえたシステム改善を実施します。 

 

【徘徊高齢者探索システム】 

認知症高齢者を介護する家族に対し、GPS 機能のついた端末

機を貸与することにより、徘徊による高齢者の事故防止を図る

徘徊高齢者探索システムが現在稼働しています。これを活用し、

環境の変化を踏まえたシステム改善を実施します。 

 

【確認システム】 

一人暮らしの高齢者宅に人感センサーを設置し、高齢者の動

きを感知し、変化がある場合、コールセンターから電話で安否

確認を行う仕組みを検討します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 1.みんなで支え合い健やかに暮らせるまち 

－5.高齢者福祉・介護 
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（イメージ） 

 

  

元気だよ。
ありがとう

高齢者支援の情報

コールセンター

情報収集
システム

Ａさん宅

お答えします！

確認システム

●●で困っているの
だけど。。。

人感センサーにより動きを感知

Ｂさん宅

今日はお元気ですか？
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(3) 情報インフラ未整備地域や高齢者に対する情報提供手段の検討 

背景 情報が十分に届かない地域や高齢者に対して、福祉、介護、医

療、住まい、生活支援などの市民サービスに関する情報を、わか

りやすく提供する仕組みが求められています。 

実施内容 

 

・市の窓口、広報誌、ホームページ、高齢者利用ガイドなど、情

報が十分届かない地域や高齢者に対する情報の周知手段につい

て検討し、情報が行き届く体制を構築します。 

・福祉、介護、医療、住まい、生活支援といった市民サービスに

関する情報に関して、メール配信や、岐阜放送およびケーブルテ

レビのデータ放送による提供を検討します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 1.みんなで支え合い健やかに暮らせるまち 

－5.高齢者福祉・介護 

（イメージ） 
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3.2 重点分野② 安全・安心をサポート 

(1) 絆メールの機能拡大と普及促進 

背景 防災・防犯に対する市民の関心は非常に高くなっています。本

市では、登録していただいたメールアドレスに、防災行政無線と

同様の台風・大雨時の気象警報、地震に関する防災情報、不審者

の目撃など防犯情報をメールでお知らせする「絆メール」を運用

しています。 

絆メールの登録者は、4400 人を超えており、多くの方へリア

ルタイムに情報を発信しています。 

防災・防犯への備えとして、情報の発信・伝達手段の整備はき

わめて重要であり、より正確で迅速な情報伝達を行うために、絆

メールの機能拡大や、利用者拡大が求められています。 

実施内容 

 

・防災行政無線、ホームページ、エリアメール※との情報連携の手

段を検討し、防災情報の統一性に留意して配信します。 

・広報誌やホームページに、絆メールの利用方法や利用者の声な

どを掲載し、市民への利用者拡大に向けた活動を実施します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 2.安全・安心で人と地球にやさしいまち 

－4.消防・防災 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱 

2－5 市政情報提供の強化 
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（イメージ） 

 

  

絆メール

データ放送

エリアメール

ホームページ

防災行政無線

統一された防災情報

○○県で大規模な地震が
発生しました。該当地区の
社員は本人および同居家

族の被災状態を報告して
ください。

１．被害なし
２．本人、同居家族に
被害あり

○○地震への対応に
ついての本社見解が
発表されています。社

員は以下の事項を確
認し、お客様へ対応し

てください。
①・・・・・・・・・・・
②・・・・・・・・・・・

防災
情報

防犯
情報

広報活動

市民

瑞浪市

ホームページ

広報誌

・広報活動
・活用事例報告
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(2) 市民からの防災・防犯情報提供機能の構築 

背景 防犯上危険な箇所や、土砂災害の恐れがある箇所などを、行政

だけで情報収集することに限界があります。市民から、防災・防

犯に関する情報を収集できる仕組みを構築することで、行政の対

応を迅速に行うことができ、地域の安全を保つことができます。 

実施内容 

 

・防災・防犯に関する情報、落書きやゴミの不法投棄、道路の破

損など、市民が気付いた改善点について、メールに写真を添付し、

市へ通知するといった仕組みを構築します。 

・市民から得た情報に対して、本市と地域団体が連携し、迅速に

対応できるようにします。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 2.安全・安心で人と地球にやさしいまち 

－4.消防・防災/ 5.防犯・交通安全 

 

（イメージ） 
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(3) 児童・生徒の携帯電話などの安全な利用の促進 

背景 近年では、小中学生でもインターネットを利用しています。イ

ンターネットや携帯電話に関連したトラブルなどが、年齢や性別

を問わず消費生活相談へ寄せられていることから、小中学生が被

害にあわないための啓蒙活動の強化が求められています。 

実施内容 

 

・小学校や中学校で、メールやインターネットの操作方法だけで

なく、危険性も踏まえたマナーに関する研修を行います。 

・小学校や中学校の子どもを持つ保護者に対して、子供がメール

やインターネットを利用する時に気を付けたい点や、マナーに関

する学習の機会を設けます。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 2.安全・安心で人と地球にやさしいまち 

－6.市民生活 
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(4) 災害時における連絡手段の確保 

背景 災害時、市民サービスを継続するために、市役所と出先機関で

連絡が可能な状態を保つことは、きわめて重要です。 

災害時でも、市民サービスが継続できるような連絡手段の確保

について、現状調査および対策を定期的に実施することが求めら

れています。 

実施内容 

 

・現在の連絡手段の確認を行います。（固定電話、携帯電話、防災

行政無線、衛星電話） 

・災害時を想定した通信復旧マニュアルを作成します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 2.安全・安心で人と地球にやさしいまち 

－4.消防・防災 

 

（イメージ） 
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(5) 災害時における情報システムの継続利用対策 

背景 災害時に市役所が被災したとしても、救急・救命・避難対策、

生活支援といった市民サービスを継続することや、継続できなく

なった場合でも、出来るだけ早急に復旧させることが重要です。 

市民サービスを提供する上で欠かせない情報システムについて

も、継続利用できるように対策を講じることが求められています。 

実施内容 

 

・災害（庁舎が利用できないなど）時の重要な業務を想定し、そ

の業務の継続に必要なシステムやデータ、庁舎や電力、通信など

の資源を洗い出します。 

・洗い出された資源に対する災害時の課題を挙げ、課題に対して

補強、代替手段などの対策、実施時期、実施担当を検討して計画

を策定し、実施します。 

・策定した計画に基づいて職員の行動手順をまとめ、研修や訓練

を継続的に実施します。 

・適宜、計画の見直しを行います。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 2.安全・安心で人と地球にやさしいまち 

－4.消防・防災 

（イメージ） 
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3.3 重点分野③ 地域交流の活性化 

(1) 市主催イベントに関する情報提供の充実 

背景 本市では、市主催のイベントについて、各機関より提供される

「情報提供シート」に基づいて取材をしています。しかし、広報

紙のスペースの都合上、全てを掲載できていません。 

市民がイベントに興味を持っていただく仕組みづくりとして、

ホームページなどを活用し、イベント予告や取材報告といった市

主催のイベント情報を多く発信し、内容も充実させる取組みが求

められています。 

実施内容 

 

・ホームページなどを用いて、イベント情報が欲しい方へ適宜届

くように工夫します。 

・取材した写真データのほか、番組制作委託業務にて作成した番

組をより多く市民に見てもらえるように、ホームページへ公開し

ていきます。 

・画像、動画を用いてイベントの報告を積極的に行います。 

・参加者のアンケートを充実させて、イベントの参加者拡大のた

めの情報収集を行います。 

上位計画 第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

2－5 市政情報提供の強化 

 

（イメージ） 
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(2) まちづくり推進組織への支援 

背景 本市には、市内 8 地区においてまちづくり推進組織が設立され

ており、各地区で特色ある広報誌やホームページが作成されてい

ます。しかし、現状では、ホームページで発信されている情報に

差があります。これまで日吉町・釜戸町・大湫町・稲津町・陶町

のまちづくり推進組織のホームページの立ち上げを支援してきま

した。引き続き要望に応じて支援を行うことが求められています。 

実施内容 

 

・どのような情報提供や情報共有を行っていくべきか、市民が求

めている情報は何か、といった各地区のまちづくり推進組織に共

通する情報提供の在り方をとりまとめた「情報提供指標」を作成

します。 

・「情報提供指標」をもとに、まちづくり推進組織がホームページ

による情報発信を主体的に行えるように、研修、相談対応、情報

収集で支援します。 

・活動の内容を具体的に市民へ周知するために、ホームページの

動画掲載を支援します。 

・SNS の活用により、情報の即時性の向上、市民の意見集約機能

の向上が図れることから、SNS の利用を促進します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－1.協働のまちづくり 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

1－5 公共空間としての電子空間の活用  

 

  



54 

 

（イメージ） 

 

  

まちづくり協議会

情報提供指標

研修

瑞浪市

各地区で共通して
情報提供する事は？

相談

情報提供

SNS

利用促進

瑞浪市

まちづくり協議会



55 

 

(3) 市民パソコン講座の充実 

背景 これまでも、公民館事業を通じてパソコン講座を実施し、幅広

い年代の市民に参加していただきました。引き続き、パソコン講

座を開催し、市民の学ぶ機会を提供していくことが求められてい

ます。 

また、近年増加傾向にあるインターネットや携帯電話に関連し

たトラブルや悪質商法の被害など、年齢や性別を問わず相談が寄

せられています。市民がインターネット利用のマナーに関して、

適切な教育や講習を受ける機会が必要です。 

実施内容 ・パソコンやタブレット端末の基本的な操作が学べる講座を開催

し、幅広い年代に親しんでもらうようにします。 

・SNS の魅力や注意点などをわかり易く説明し、初心者でも安心

して始められる SNS 講座や、買い物に便利なインターネットシ

ョッピング講座など、近年の ICT に合わせた講座を開催します。 

・インターネットを活用した情報発信の担い手の育成に取り組み

ます。 

・求めに応じて、高齢者向けのパソコン講座を開催します。 

・メールやインターネットを利用する時に気を付けたいセキュリ

ティ管理やマナーに関する講座を開催します。 

・市民の学習要望にあわせて、講座用端末機器の整備を行います。 

・e ラーニング※などの活用により、市民が時間と場所を気にせず

に参加しやすい講座を検討します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 5.いきいきと学び心豊かに暮らせるまち 

－2.社会教育  
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(4) 中京学院大学との連携 

背景 平成 25 年 6 月に、中京学院大学（中津川市）と産業、文化、

福祉、教育などの分野で相互に協力し、協働のまちづくりを推進

するとともに、大学における教育･研究および地域社会の発展と優

れた人材育成に寄与するため、包括的な連携協定を結びました。 

学生や研究者が積極的に市政へ参加することで、地域の課題解

消や活性化につながることが求められています。 

実施内容 

 

・学生を対象に、ICT 利用によるトラブル防止のため、メールや

インターネットの操作方法だけでなく、危険性も踏まえたマナー

の研修を行います。 

・学生および研究者から、本市の情報化に関する意見を収集しま

す。 

・学生および研究者と、本市との意見交流の場をホームページ上

に開設し、地域の課題解消や、市政活性化に関する情報交換を行

います。 

・中京学院大学との連携による市政参加活動について、ホームペ

ージで報告を行います。 

上位計画 － 

（イメージ） 
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3.4 重点分野④ 地域産業の振興、発展 

(1) 地場産業からの情報発信を強化 

背景 現在、本市では「瑞浪ボーノポーク」の特産品化の推進、店舗

での地産地消の推進、「みずなみ焼」ブランドの確立など、地域産

業の活性化を推進しています。 

これらを支援するために、広報誌やインターネットを使って、

地場産業を本市内外に広く発信していくことが必要です。 

実施内容 

 

・地場産業から幅広く情報を収集し、広報紙、ホームページ、メ

ール配信などを通じて情報提供を行います。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 4.まちの魅力を活かした活力あるまち 

－1.農林業/2.畜産業/3.商業/4.工業 

（イメージ） 
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(2) 観光情報の発信・情報共有 

背景 市内の観光施設、文化財の PR のため、ホームページや SNS を

活用した観光情報の発信を積極的に推進し、観光客の拡大を図り

ます。 

実施内容 

 

・ホームページを活用して最新の観光情報を発信します。 

・SNS を活用し、観光客の声を集約・分析し、観光資源を最大限

に活用します。 

・本市の情報以外に、県や近隣市との広域連携により、最新情報

を発信します。 

・商工会議所、観光協会と観光情報の共有を行います。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 4.まちの魅力を活かした活力あるまち 

－5.観光 

（イメージ） 
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3.5 重点分野⑤ 行政事務の効率化と質の向上 

(1) 職員の人材育成 

背景 年々多様化する市民サービスに応え、知識と広い視野を有し、

市民とともに地域の課題を解決する職員の育成が急務となってい

ます。 

そのため職員には、情報システムの運用技術を習得するだけで

はなく、市民サービスへ繋がる新技術や情報活用に関する技術に

ついても、習得することが求められています。 

実施内容 

 

・情報システムを扱う上で、職員に求める情報化能力を明記した

「職員情報化スキル方針」を作成し、その能力を習得するための

研修の企画、立案、推進を実施します。 

・民間の情報技術者による研修を実施し、新技術の情報収集を行

います。 

・各種申請や届出の電子化など、他自治体の情報化事例を調査し、

職員に共有します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－3.行財政運営 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

4－5 職員資質の向上 
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(2) 統合型地理情報システム活用の検討 

背景  本市では、複数の部署が持つデジタル化された地図データ（地

形や位置や場所に関する情報）を共有できる統合型地理情報シス

テムを、平成 26 年度に更新します。 

統合型地理情報システムの更なる活用の検討や、費用対効果な

どの検証を行う必要があります。 

実施内容 

 

・道路管理や都市計画など庁内で利用されている地図データの現

状を確認し、他自治体の運用方法を参考にして、庁内業務を効率

的に行えるように検討します。 

・更新後は、統合型地理情報システムを評価し、システムを改善

していきます。 

上位計画 第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

2－2 業務のシステム化の推進 
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(3) 電算業務の改善 

背景 平成 23 年度より、全庁的に「電算業務のチェックリスト」を

用いて、情報システム運用時のミスを無くすために運用チェック

を実施しています。 

引き続き、電算業務のチェックリストを用いた確認を行い、情

報システム運用の事故を防ぎ、業務効率を向上させることが必要

です。 

実施内容 

 

・電算業務のチェックリスト項目を随時見直します。 

・電算業務チェック実施の周知を定期的に実施します。 

・電算業務チェック実施過程で挙げられた業務処理の遅れの原因、

課題を検証します。 

・原因と課題を検証し、業務処理の見直しを行います。 

上位計画 第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

2－2 業務のシステム化の推進 

（イメージ） 
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(4) 情報システムの「所有する」から「利用する」への転換 

背景 本市は、住民情報をはじめとした主要業務で利用する総合行政

情報システムに ASP を利用しています。 

ASPは、ネットワークを通じてシステムを利用する形態であり、

システムや資産を自ら所有する形態（本市にサーバ設置）に比べ、

システム管理の簡素化や、本庁舎で災害が発生した場合でもシス

テムを使用することができ、情報も保護することができます。 

総合行政情報システム以外の個別システムに関しても、システ

ムの管理を簡素化するために、同様の形態の検討を行う必要があ

ります。 

実施内容 

 

主要業務以外の個別システムについて、ASP への移行を検討し

ます。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－3.行財政運営 

（イメージ） 
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(5) 地域公共ネットワークの改善 

背景 本市では、コミュニティセンターや幼児園などの公共施設間を、

光回線やケーブルテレビ回線で接続し、本庁舎以外に勤務する職

員が情報システムを利用することができる「地域公共ネットワー

ク」を整備しています。 

 地域公共ネットワークが安定して利用できるように、保守や改

善策を定期的に実施する必要があります。 

実施内容 

 

・地域公共ネットワークが安定して利用できるかどうかを確認す

るため、通信速度・通信機器の現状調査を実施します。 

・現状調査から得られた課題に対し、地域公共ネットワークの改

善策を実施します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－3.行財政運営 

 

(6) 公金納付の利便性向上 

背景 本市では、市税の徴収体制を強化・確立し、納付機会を拡大し

ながら、徴収率の一層の向上に努めています。そのためにコンビ

ニ納付を開始し、軽自動車税（平成 24 年度）、固定資産税、市民

県民税の普通徴収（平成 25 年度）と利用できる項目を拡大して

きました。 

今後もコンビニ納付で取り扱う項目を増加し、市民が便利だと

実感できる仕組みづくりを目指します。 

 

実施内容 

 

・コンビニ納付の現状を調査し、システム導入の評価・改善を行

います。 

・他税などのコンビニ納付に向けた調査を行います。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－3.行財政運営 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

3－2 収納対策の推進 

 



64 

 

(7) 個人情報保護対策、情報セキュリティ対策の強化 

背景 

 

本市は、市民生活に密着した仕事を行うことから、多くの個人

情報を保有しており、個人情報の保護は大きな課題となっていま

す。 

今後は、個人情報の取り扱いについて、その有用性に配慮しな

がら、個人の権利利益を保護することで、個人情報の「保護」と

「活用」のバランスを図り、厳正に運用していく必要があります。 

実施内容 

 

・職員、教員およびまちづくり推進組織などを対象にして、市が

保有する市民の個人情報の管理や、適正な運用に関する個人情報

保護研修会を開催します。 

・本市のセキュリティ対策の指針（セキュリティポリシー）の継

続的な見直しを行います。 

・情報システムを利用している職員全員を対象として、情報セキ

ュリティやインターネットの利用マナーに関する研修を定期的

に実施します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－2.情報共有 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

4－5 職員資質の向上 
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3.6 重点分野⑥ 情報の双方向化の実現 

(1) 適切な情報提供 

背景 市が保有する情報は、市民の共有財産です。これらの情報を、

広報誌やホームページ、各種刊行物などを活用して提供していま

す。 

本市から市民が必要とする情報を適切に提供することで、市民

が市政に対する関心を高め、市民の市政への参加による協働のま

ちづくりを推進することが求められています。 

実施内容 ・現在、ホームページで運用中のパブリックコメント、市政直行

便、来庁時や電話で市民から伺った意見を、市民の声としてまと

めて管理します。 

・本市と関連団体とが連携して集めた市民の声を分析します。 

・事前にモニター登録した市民に対して、市のホームページを利

用したアンケート調査を実施する事により、短期間で市民の方の

ご意見を収集し、市政の検討に活用する方法を検討します。 

・広報みずなみ、ケーブルテレビ、ホームページ、メールなど伝

達手段の特性に応じた効果的・効率的な情報の発信を検討しま

す。 

・関係団体からの情報収集業務を強化します。 

・地域活性化の基礎情報として、本市が保有する情報を市民に提

供していけるか検討します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－2.情報共有 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

2－5 市政情報提供の強化 

2－6 広聴活動の充実 
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(イメージ) 
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(2) わかりやすいホームページの実現 

背景 平成 22 年にホームページを更新し、新着情報欄や検索機能の

追加、レイアウトの変更、外国語対応などを実施してきました。 

今後も市民からの意見を反映し、わかりやすいと実感できるよ

う、さらなる改善が求められています。 

実施内容 

 

・ホームページのアクセス状況解析や、アンケート・意見などを

通じて、提供する情報の項目、内容を見直します。 

・「知らせる」ではなく「伝える」ことを前提に、ホームページ運

用の指針を策定します。 

・検索機能の強化や、アクセスランキングを表示し、目的の情報

にたどり着きやすくします。 

・職員がホームページに掲載されている情報を把握し、市民から

の問い合わせに迅速に対応できるようにします。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－2.情報共有 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

2－5 市政情報提供の強化 

2－6 広聴活動の充実 
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（イメージ） 
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(3) テレビの活用による効果的な市政情報の発信 

背景 携帯電話、スマートフォン、タブレット端末といった携帯情報

端末や、パソコンを利用しない世帯に対して、ほぼ全世帯が利用

している「テレビ」という身近な機器を使い、地域に密着した市

政情報の表示端末として活用することを目指します。 

実施内容 

 

・岐阜放送のデータ放送（瑞浪市からのお知らせ）の内容につい

て、広報みずなみやホームページと連携し、情報提供内容を充実

させます。 

・ケーブルテレビのデータ放送を活用し、災害情報、不審者情報、

公民館だより、市からのお知らせなど地域に密着した市政情報の

発信を検討します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－2.情報共有 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

1－5 公共空間としての電子空間の活用 

 

 

岐阜放送のホームページ 
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(4) 携帯情報端末（スマートフォン、タブレット端末）の利活用にむけた取組み 

背景 近年、携帯電話からスマートフォンやタブレット端末といった

携帯情報端末へと、市民が情報収集する手段も変化しています。 

このような変化に対応するため、携帯情報端末を利活用する仕組

みが必要です。 

実施内容 

 

・携帯情報端末を用いた情報提供について、他自治体の事例を調

査します。 

・携帯情報端末用ページを作成します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－2.情報共有 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

1－5 公共空間としての電子空間の活用 

（イメージ） 
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(5) SNS 活用の推進 

背景 市民と行政の協働によるまちづくりが進展する中、お互いが情

報を共有し、意見を交換することが求められています。 

これを実現させるため、現在、注目が高まっている SNS を用い

て、行政からの情報発信に対して、市民が容易に意見や感想を発

信できるといった情報の双方向化の実現を推進する必要がありま

す。 

実施内容 

 

・本市の SNS 活用について、市民や有識者の意見や他自治体の

事例による調査を行います。 

・SNS の適用分野を検討します。 

・SNS の仕組みや特長を充分に理解し、SNS 活用を検討します。 

上位計画 第 6 次瑞浪市総合計画 

基本方針 6.市民と行政で創造する夢のあるまち 

－2.情報共有 

 

第 4 次瑞浪市行政改革大綱  

1－5 公共空間としての電子空間の活用 

（イメージ） 

 

 

  



72 

 

用語集 

情報通信技術（ICT） 

ICT（アイ・シー・ティー）は、Information and Communication Technology

の略です。コンピュータやインターネットなどのデータ通信の技術だけでなく、パソ

コンやインターネットの操作方法、情報の伝達手段など幅広い範囲を表す情報通信技

術の総称です。 

 

IT 

 IT（アイ・ティー）は、Information Technology の略で、情報技術のことです。ICT

とほぼ同義です。 

 

統合型地理情報システム 

統合型 GIS とも呼ばれます。GIS（ジー アイ エス）は、Geographic Information 

System の略で、地理情報システムと呼ばれています。地理情報システムとは、位置

に関連づけられた情報とデジタル化された地図を総合的に作成し、管理等できるシス

テムです。統合型では、各部署が利用している地図情報を統合・電子化のうえ一元的

に管理して地図データの共用を可能にします。 

 

スマートフォン 

コンピュータ機能を兼ね備えた携帯電話です。携帯電話回線によるデータ通信と無

線 LAN によるデータ通信機能を備え、パソコンと同様のソフトウェアやサービスを

利用できます。 

 

タブレット端末 

キーボードがなく、タッチパネルで操作するコンピュータです。ノートパソコンか

らキーボードが無くなりタッチパネルになったタイプと、スマートフォンと同様の機

能を持ち、サイズが大きくなったタイプと 2 種類に大別されます。 

 

ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS） 

SNS（エス・エヌ・エス）は、Social Networking Service の略です。インター

ネット上で会員として登録された利用者が、趣味などの情報を発信しあい、情報交換

や情報共有ができる会員制のサービスです。代表的なサービスとして、LINE(ﾗｲﾝ)、

Facebook(ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ)、mixi(ﾐｸｼｨ)、Twitter（ﾂｲｯﾀｰ）、Mobage(ﾓﾊﾞｹﾞｰ)、GREE(ｸﾞ

ﾘｰ)などがあります。特徴として次の 3 つがあります。①双方向の交流が可能、②利

用者に情報が自動的に飛び込んでくる、③受信者が「共感」した情報が次々と伝達す
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る。 

 

ASP（エー・エス・ピー） 

ASP は、Application Service Provider の略です。クラウドコンピューティング

の一種であり、全ての顧客に同一のサービスを提供し、顧客ごとに機器を分けて提供

することが特徴です。 

 

SaaS（サーズ） 

SaaS は、Software as a Service の略です。クラウドコンピューティングの

一種であり、ASP 方式と違い顧客の要望に応じたサービスを提供できる点や、複数の

顧客で機器を共同利用することが特徴です。 

 

FWA（エフ・ダブリュー・エー） 

 FWA は、Fixed WireLess Access の略です。通信会社や電力会社の電柱を使用し

た無線回線整備です。無線回線のため、ケーブル敷設にかかるコストを削減することが

できます。 

 

エリアメール 

気象庁が配信する緊急地震速報や、地方公共団体が発信する災害・避難情報など

を受信することができる NTT ドコモなどの携帯電話向けサービスです。対象エリア

にいる利用者に限定して無料で配信します。 

 

e ラーニング 

e ラーニングは、Electronic learning の略で、パソコンやインターネット等を利

用して学習や教育を行うことです。生徒を教室に集める必要がなく、遠隔地にも教

育を提供できます。 
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別紙 第 2 次瑞浪市情報化推進計画の評価 

施策 

目標 
施策 情報化施策 No 実施内容 

達成

度％ 
実施内容詳細 

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

利便性向上 

市ホームペー

ジの拡充 

1 

検索機能の向上を図り、情報取得の効率化を推進

します。よくある質問や最新ニュースをホームペー

ジで提供し、市民の情報取得のスピードアップを図

ります。掲載した情報に関連する情報も検索が可能

な仕組みとします。 

70 

平成22年度の市ホームページ新

規更新時に対応。新着情報欄での情

報提供を実施。検索機能を実装。 

2 
携帯電話に対応したホームページのサイトを作

成します。 
90 

携帯電話用のホームページ公開

を実施。 

公共施設予約

のオンライン

化 

3 

パソコンや携帯電話から、インターネットを経由

して公共施設の案内情報や予約空き情報、予約申し

込みを行うことができるシステムの構築を検討し

ます。 

50 

案内情報の公開を実施。 

（注）予約のオンライン化は未実

施。 

公金納付の利

便性向上 

4 コンビニからの納付が出来るよう検討します。 70 
税務課の収納業務で実施。 

（注）他の科目は検討中。 

5 
クレジットカードによる納付や「マルチペイメン

トネットワーク」について研究します。 
0   

情報格差の

解消 

高齢者等の情

報弱者の支援 

6 

瑞浪市ホームページについて、情報の分類を見直

し、統一感あるデザインに変更します。年齢身体言

語など、人が持つ特性に関わらず必要な情報が入手

できる仕組みを構築します。 

70 

平成22年度の市ホームページ新

規更新時に対応。文字の大きさの変

更可能。４ケ国語に対応済。 

（注）外国語については、基本的な

情報のみ対応。 

7 

瑞浪市ホームページについて、検索機能の充実を

図り、簡単に必要な情報にたどり着けるようにしま

す。 

90 検索機能を実装。 

8 
高齢者等の利用に合わせたＩＴ講習会を開催しま

す。 
90 公民館主催でパソコン教室を実施。 

地域情報格差

の解消 

9 

ケーブルテレビ視聴可能区域の拡大について、民

間事業者によるブロードバンド環境整備の働きか

けを強化し、ブロードバンドデバイド解消に努力し

ます。 

90 
平成22年度に日吉町深沢地区へ

の拡大を実施。 

10 

 効率的にブロードバンドデバイド地区に無線ア

クセス環境が整うように、通信会社や電力会社等の

既設の電柱を使用した無線アクセス（ＦＷＡ）を検

討します。 

0   

安心・安全の

確保 

防犯・防災、緊

急時の支援 

11 

市ホームページから各まちづくりサイトとの連

携を行います。市の情報として有効なものを、まち

づくりサイトに情報提供します。 

70 

市ホームページからまちづくり

サイトのホームページへリンクを

実施。 

12 
各まちづくりサイトのホームページ作成支援を

行います。 
90 

稲津町・日吉町・陶町・釜戸町の

まちづくりサイトのホームページ

の立ち上げ支援を実施。 

13 メールマガジンの発行を行います。 100 絆メールの配信を実施。 

庁内情報・知

識の共有 

職員のノウハ

ウを蓄積・活用

できる仕組み

の支援 

14 

グループウェアと連携したナレッジデータベー

スの構築を検討します。ナレッジデータベースを構

築し、知識の一元化を図ります。グループウェアと

の連携により、効率的に情報の登録検索修正見直し

が行えるようにします。 

0   

市民ニーズ

の把握 

市民ニーズを

収集する仕組

みの強化 

15 パブリックコメントの周知を図ります。 100 
市ホームページにパブリックコ

メントの掲載欄を設置。 

16 

市民の声データベースの構築を検討します。市民

の声を蓄積します。よくある質問は、FAQ に登録

し公開します。 

0   

職員の人材

育成 

市民サービス

向上のための

人材育成の仕

組みの支援 

17 
e-Learning システムを活用し、効率的かつ効果

的に職員の研修を推進します。 
100 新人職員等を対象に実施。 

情報基盤の

整備 

個人情報保護

対策・情報セキ

ュリティ対策

の強化 

18 
組織のセキュリティ対策を効率良く効果的に行

うための指針を見直し、その徹底を図ります。 
50 部分的に見直しを実施。 

19 個人情報プライバシー保護の徹底策を講じます。 80 
全職員を対象にしたセキュリテ

ィ研修を開催。 

20 
データなどの資産が集中する電子計算機等の監

視体制を強化していきます。 
90 

監視システムを導入し、ネットワ

ークやパソコン機器、USB メモリ

の使用状況の監視を実施。 
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施策 

目標 
施策 情報化施策 No 実施内容 

達成

度％ 
実施内容詳細 

行
財
政
の
健
全
性
の
確
保 

行政コスト

の適正化・財

源の確保 

計画及び予算

編成・実施・評

価・改善のＰＤ

ＣＡサイクル

の確立 

21 

行政評価制度の対象範囲、実施方法を十分検討

し、行政評価制度を構築します。行政評価システム

の導入については、費用対効果を十分に検討しま

す。 

100 
平成22年度に実施計画システム

を導入。 

22 評価については積極的に情報公開していきます。 90 市ホームページにて公開。 

インターネッ

トオークショ

ンの拡大 

23 
インターネットオークションによる差押さえ物

件の競売を拡大します。 
50 税務課の収納業務で実施。 

バナー広告の

実施 

24 
ホームページの更新に合わせ、バナー広告の掲載

を募集します。 
80 市ホームページで実施。 

25 
ホームページ広告取扱要綱、ホームページ広告掲

載に関する基準を作成します。 
100 

『瑞浪市ホームページバナー広

告掲載取扱要領』を制定。 

民間活用 
民間事業者と

の連携 
26 

新規コンテンツおよび見直しコンテンツに関す

る情報を提供し、取材からコンテンツ作成までを民

間企業やＮＰＯ等への委託を検討します。 

0   

積極的な情

報発信 

市民に係るあ

らゆる情報の

積極的な提供 

27 

市ホームページへの登録情報は、日常生活からの

分類も行い、市民にわかりやすい配置などを工夫し

ます。検索機能等の見直しを行い、より市民が検索

しやすい、かつ最新情報が活用できる工夫をしま

す。 

80 
平成22年度の市ホームページ新

規更新時に対応。 

28 メールマガジンの発行を行います。 70 
絆メール、学校向けのメールマガ

ジンの配信を実施。 

市民との情

報・知識の共

有化 

市民と協働す

るための情

報・知識の共有

化の仕組みの

支援 

29 

市民の情報提供場所として、地域ＳＮＳの立ち上

げを検討します。情報の信頼性を確保するため、利

用者を登録制とするなど、安心して利用者同士の情

報交換をしていただく場の提供に努めます。利用者

増員のための広報活動を行います。 

0   

市
民
と
の
協
働
化
の
推
進 

市民との協

働化 

広聴の仕組み

の支援 
30 

市民の声データベースの構築を検討します。市民

の声を登録するシステムを構築し、情報の一元化を

図ります。業務ノウハウとして市民に公開できるも

のは、ＦＡＱに登録します。新規事業化としての効

果が高いものについては、事業化を図ります。 

0   

市民からの情

報発信の環境

整備の支援 

31 

地域コミュニティポータルサイトの立ち上げを

支援し、市ホームページからリンクします。地域コ

ミュニティポータルサイトの活動主体の立ち上げ

を支援します。 

80 

地域コミュニティポータルサイ

トの活動主体の立ち上げ支援を実

施。市ホームページからまちづくり

サイトのホームページへリンクを

実施。 

情報機会の

拡大 

市民との協働

化を目的とし

た情報機会の

拡大 

32 公開端末を拡充し、情報機会の拡大を図ります。 50 

本庁ロビーに公開端末及びアク

セスポイントを設置。順次アクセス

ポイントを増設予定。 

33 

市ホームページと地域コミュニティポータルサ

イトを連携し、市と市民地域との新たな協働化を推

進します。 

80 

地域コミュニティポータルサイ

トの活動主体の立ち上げ支援を実

施。市ホームページからまちづくり

サイトのホームページへリンクを

実施。 

市民の人材

育成 

地域のＩＴリ

ーダーやボラ

ンティアの育

成・確保 

34 
ＩＴを活用するボランティアの育成確保に努めま

す。 
0   

35 

地域のＩＴリーダー育成を支援し、地域住民によ

るＩＴ利活用と地域コミュニティポータルサイト

の運営を支援します。 

0   

36 
高齢者や障害者のＩＴ活用を支援し、特別ボラン

ティアの育成確保にも努めます。 
0   

市民のＩＴ講

習会の開催 

37 市民向けのＩＴ講習会を充実します。 90 公民館事業を通して実施。 

38 高齢者や障がい者向けのＩＴ講習会を行います。 0   

 


